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第 1 章 序 論
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 2010 年度国勢調査 1)の結果によると我が国の総人口は 1 億 2,805 万 7,352
人(2011 年 10 月 1 日現在)で前回調査(2005 年度同調査)と比較すると横ばい










 高齢化率は 65 歳以上の人口の占める割合を示した数値であるが，これを
前期高齢者(65歳以上 75歳未満)と後期高齢者(75歳以上)に分けて比較する．
2010 年の国勢調査では前期高齢者人口は 1,517 万人，後期高齢者人口は
1,407 万人と前期高齢者の方が約 100 万人多い．しかし，2015 年以降の人口
推計では前期高齢者の人口のピークは 2016 年であり，以降 1,300~1,700
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表 1 我が国の高齢化率と諸外国との比較 1)
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世帯は 2,070.5 万世帯に達し，我が国の全世帯の 42.6%を占めている．特に，
単独世帯や夫婦のみの世帯の増加を背景とした高齢者のみの世帯の増加は
























図 2 高齢者の居住の場 4)






表 4 高齢者単独世帯の生活場所 1)
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65 歳以上で 5 割前後にある．高齢者世帯の状況を持ち家と借家で比較する
と借家は全項目の整備率が持ち家より低くなっている(表 7)．
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分ではない (図 3)．  

















(表 9)．  
 














 2009 年度までの要支援及び要介護認定者数の推移では．要介護 4，5 とい
った重度要介護者より要介護 3 以下の軽度から中等度要介護認定者の増加
率が高い (図 4)．  
 2011 年 8 月現在，第 1 号被保険者は 2000 年の介護保険開始時 (2,165 万
人 )と比較して 755.6 万人増加し，2,992.0 万人に達している．また，2011
年の要支援，要介護認定 (以下，要介護認定 )を受けている者は 500 万人で，
全第 1 号被保険者の 17.1%を占めている．これは 2000 年の要介護認定を受
けた者 (218 万人 )の占める割合 (10.1%)より増加している． 
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高齢者である 65~69 歳及び 70~74 歳の要介護の認定率は 10%未満である．






図 5 高齢者人口と要介護認定率(2009 年度)9)




用を原則 1 人 1 回として上限 20 万円(自己負担 1 割を含む)まで補助する制
度が導入された(表 11)．
 第 1 号被保険者分の当該費用及び総数は 2000 年の開始以降 2003 年まで上
昇している．2004 年から一時的に減少するが，2006 年以降，再び総費用，
総件数とも上昇している(図 6)．開始時から 10 年間(2009 年度)で総額約
3,604 億円の工事が実施され，1 件当たりの平均工事費用(2009 年度)は 10.6
万円(自己負担分含む)となっている．
 過去 10 年間の 1 件当たりの工事費用を比較すると僅かではあるが徐々に
減少傾向にある(図 7)．また，1 件当たりの工事費用の差は，要支援 1 と要
介護 5 で比較したときに約 4,000 円である(表 12)．

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 表 11 介護保険における住宅改修費補助制度の概要  

図 6 介護保険における住宅改修費の推移(第 1 号被保険者分)8)
出典：厚生労働省『介護保険事業状況報告書(年報)』より著者が作成した． 
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図 7 1 件当たりの住宅改修費用の推移(第 1 号被保険者分)8)
出典：厚生労働省『介護保険事業状況報告書(年報)』より著者が作成した． 

















































































































































第 2 に，PT と同様にリハビリテーション技術職と位置付けられる作業療法
士(以下，OT)との住宅改善への介入おける役割の相違や類似点を明らかにす
る．



















































表 14 住宅改善における PT，OT の役割 31)
文献 31 より著者が作成した．

表 15 住宅改善の専門職が有している能力と立場 18)
文献 18より一部抜粋した．
















 先行研究から住宅改善における PT，OT の役割は①自宅での動作分析や ADL
の評価とこれを基礎として行われる②住宅改善の具体的な計画の検討や立
案にあるといえる．
 このように PT及び OTの住宅改善への介入の重要性が報告される一方で下
記の課題も指摘されている．これらの課題を解消することが本研究の意義と
なる．まず，1990 年に野村ら 33)が PT，OT の住宅改善への介入状況について
当時の PT，OT の総数の約 20%を対象とした大規模な調査を実施した．しか
し，この調査以降に，2000 年の介護保険の開始に伴う住宅改修(住宅改善)
に関する費用補助制度の導入によって我が国の住宅改善に関する仕組みが






があるにも関わらず，1990 年の調査以降，住宅改善に介入する PT，OT の実
態に関して同規模で行われた調査はない．従って，全国の PT，OT を対象と
した住宅改善に関する調査を実施することが本研究の第 1 の意義となる．
 次に，上述した先行研究では多くの場合に，PT と OT を一つのカテゴリー
として扱い「PT，OT」，「セラピスト」，あるいは，「リハビリテーション技術
者(職)」と記載し，住宅改善における各々固有の具体的な役割や専門性が区
分されていない．このような状況は，PT と OT が同時に介入すべきであるの
か，あるいは，どちらか一方で良いのか，一方の場合には何らかの基準や規
定があるのかという要因を曖昧にすることにつながる．その結果，意識や関
心の高い PT や OT のみが住宅改善に介入することにつながりかねない．ある















 このような 3 つの課題に関して，PT 自身が住宅改善に介入する際の PT 固
有の役割や専門性を明らかにし，調査，研究を進めることが本研究における
重要な視点となる．特に，PT と OT は他の様々な介入場面においても各々の

















 本論文の構成は全 7 章から構成されている．本論文の構成と各章の調査対
象を図 11 に示す．各章の概要を下記に記載する．
 
図 11 論文の構成と対象者  
 
第 1 章 序 論
 序論では本研究の社会的背景，目的及び意義を示す．  
第 2 章 訪問リハビリテーションにおける訪問看護師と理学療法士の関与
    の実態






有効回答数 159 人 (回収率 27.7%)である (期間 2010 年 8 月~10 月 )．  
第 3 章 住宅改善を実施した高齢者の実態
 第 3 章は，住宅改善を実施した高齢者のその後の生活状況や住宅改善を実
施した箇所の使用状況を下記の二段階の調査によって検討し，住宅改善にお
ける PT 介入の意義や重要性を明らかにしている．調査 (1)：介護保険により
住宅改修 (住宅改善 )を実施した高齢者に質問紙によるアンケート調査を実
施し，工事箇所の使用状況やその満足度について明らかにする．対象は介護
保険を活用して住宅改修 (住宅改善 )を実施した高齢者 54 人で，有効回答数
25 人 (回収率 46.3%)である (期間 2009 年 7 月~2010 年 6 月 )．調査 (2)アン
ケート調査によって了承が得られた高齢者 (15 人 )の自宅を工事には介入し
ていない PT1 人によって訪問調査を実施する (期間 2009 年 9 月~2010 年 7
月 )．調査は，工事箇所で実際の動作方法や使用状況の分析及び評価を実施
する．そして，これらの分析や評価を通して，実施された住宅改善の内容の
適正性を PT として検討する．  
第 4 章 群馬県における理学療法士の住宅改善介入の実態




かにしている．有効回答数 268 人 (回収率は 37.4%)である (期間 2009 年 6 月
~8 月 )．  
第 5 章 住宅改善における理学療法士と作業療法士の役割




人 )及び OT(38,570 人 )から各々無作為に PT3,795 人，OT2,094 人を抽出す
る．有効回答数は PT1,529 人 (回収率 40.3%)，OT785 人 (回収率 37.5%)であ
る (期間 2010 年 6 月~8 月 )．  
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第 6 章 デンマークにおける住宅改善での理学療法士及び作業療法士の役
    割と専門性




(METROPOL 大学 )，2 コムーネ (市 )の福祉器具センター，住宅改善を実施
した 2 事例である (期間 2011 年 6 月 27 日~6 月 30 日：現地時間 )．また，
訪問調査では明らかにできていない部分は，客観性や訪問先の特異性を除外
するために，デンマーク政府やコムーネが発表する各種資料を訪問先や公的
サイトから入手し，分析する．   
第 7 章 結 論
 第 2 章から第 6 章で実施した調査，考察により高齢者の継続的な地域居
住や自立した生活の確立のために重要な支援となる住宅改善への介入にお
ける PT の役割や専門性を明らかにする．  







事例に対して動作分析や ADL の評価に高い専門性を有する PT が介入するこ
とが PT の住宅改善介入の意義となる．
 住宅改善介入における PT の役割は以下の 2 点である．第一に「動作分析
や ADL の評価」であり，第二にこれを基礎とした在宅生活における「問題点
の発見」である．ただし，このような役割は OT も同時に有している．そし




は「移動や移乗」に関する動作が PT の対象領域として PT のみならず OT に
よっても位置付けられている．OT では「Self-care」や「IADL」が OT 及び
PT とも OT の対象動作，ADL であると認めている．このような対象とする動
作や ADL の PT と OT の専門性の差異が，住宅改善介入時に相互に役割が全く
同じであっても，両者が同時に介入するべきとする PT 及び OT の意識の高い
背景となる．











子の時代からあるとされるが，現行体系の PT と OT が整備され，定着するの
に至ったのは 1965 年に「理学療法士及び作業療法士法」が制定されたこと






































ないかということも考慮された．そこで，1963 年 8 月に設置された「厚生
省 PT，OT 身分制度打合会(医師 10 名，法学者 1 名，行政官 5 名)によって投
票が行われ，最終的に『理学療法』と『作業療法』に決定」39)した．




職種や団体との調整作業が難航し，1964 年の第 46 回通常国会への法案提出
が見送られた．その後，再度の調整作業で一定条件を満たした場合に厚生大
臣の指定する講習会を修了した者に対して特例措置として，後述する国家試
験を受験できるとして，1965 年 5 月，第 48 回通常国会で法案が可決した．
また，この特例措置は当初 1971 年度内とされていたが，関係団体の要望に
より更に 3 年間延長された．1965 年 6 月 29 日に「理学療法士及び作業療法
士法」が施行され，我が国で理学療法士，作業療法士という新しい資格が誕
生する基礎が形成された．そして，1966 年に国立療養所東京病院附属リハ
ビリテーション学院(高校卒 3 年制)から卒業生が出るのに合わせ，第 1 回国
家試験が実施され，特例措置を含めた 183 人の PT(合格率 15.0%)，20 人の
OT(合格率 33.3%)が誕生 40，41)した．










早期は PT が行い，その後を OT が担当するという意見 42)も示されている．

5-2.理学療法士及び作業療法士法
 このような PTと OTの具体的業務や対象範囲について当時から現代まで結
論には至ってはいない．従って，このような状況や論点は継続的に残存して








 このように各々の対象や範囲が不明確な状況においても，我が国の PT 及
び OT がリハビリテーション領域における技術職として社会的な地位が確保
されているのは「理学療法士及び作業療法士法」44)によるものである．理学







表 17 「理学療法士及び作業療法士法」における定義項目 44)






と OT の対象領域の関係性を図 12 に示す．
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 現在，大部分の PT は病院(70.1%)に勤務している．地域に在住する者に対
する支援を直接担う機関として，訪問看護ステーション (2.8%)，行政機関 (1.7%)，
通所系機関 (0.5%)がある．ただし，これらの合計は 5.0%である(図 13)．  
















行った場合でも，算定できるのは 1 つの専門職を通してのみである．  














図 14 1 日あたりの病院と地域支援の診療報酬の差額
1. 1 日 8 時間勤務として算出した． 



















































































第 2 章 訪問リハビリテーションにおける訪問看護師と理学
    療法士の関与の実態

1.はじめに
 平成 22 年度介護給付費実態調査 1)では訪問リハビリテーション (以下，訪
問リハと記載 )は全訪問，通所サービス中で最も利用者が少ない．また，全
資格者の中で専従・常勤で訪問リハに従事する PT の割合註 1)は 2.9%，OT
の割合註 2)は 1.8%と報告 2,3)されている．さらに，全国で PT，あるいは，
OT の勤務する訪問看護ステーションは全施設の 51.4%に留まり，そこに常
勤で従事する PT は平均 0.3 人，OT は平均 0.2 人となっている 4)．このよ
うな訪問リハの状況に対して，訪問看護で看護師が実施する具体的な支援と
して最も多いのは「療養指導」であるが，次いで多いのは「リハビリテーシ









チを「機能障害に対するアプローチ (以下，機能障害 ex と記載 )」註 3)と「日










 群馬県訪問看護ステーション連絡協議会註 5)と WAM NET 註 6)の両サイト
に掲載されていた群馬県内の訪問看護ステーション 97 施設の看護師及び准
看護師 (以下，総称して看護職と記載 )574 人を対象とした．調査方法は質問
紙によるアンケートを実施し，調査票の配布及び回収は郵送で行った．有効





 本調査におけるリハ的アプローチとは機能障害 ex と ADLex の総称とし
て定義するとともに，その旨を回答者に対する調査への依頼文で説明してい





 看護職としての経験年数は 10 年以上の者が 82.4%を占める (表 1)．訪問
サービスに従事している年数は 5 年未満の者が 45.9%を占める (表 2)．勤務
形態は「専従常勤」 (58.5%)の割合が最も高い (表 3)．  
表 1 看護職としての経験年数 
 
 43
表 2 訪問サービスへの従事年数 

表 3 勤務形態 

3-2.リハ的アプローチの実施状況
 機能障害 ex を行った経験のある看護職の割合は 83.6%で，ADLex を行っ
た経験のある者の割合は 88.7%である (表 4)．また，両 ex とも行った経験の
ある者の割合は 79.9%，両 ex とも行った経験のない者の割合は 7.5%である
(表 5)．  
 
表 4 リハ的アプローチの実施状況 
 
表 5 実施したリハ的アプローチの具体的な種類 
 44
3-3.リハ的アプローチの実施者
 機能障害 ex のサービス提供者となることが多い専門職は「PT，OT」
(42.8%)と「看護職」 (42.1%)の割合が高い．同様に ADLex のサービス提供
者となることが多い専門職は「看護職」(44.0%)の割合が最も高いが，「PT，




 リハ的アプローチを受けている利用者が，機能障害 ex のサービス提供者
としての希望が多い専門職は「PT，OT」 (57.2%)の割合が最も高く，次い
で「看護職」 (30.2%)の割合が高い．利用者の ADLex のサービス提供者と
しての希望が多い専門職は「看護職」(39.6%)の割合が最も高く，次いで「PT，
OT」 (29.6%)の割合が高い (表 7)．  
 




 前節「3-3.リハ的アプローチの実施者」 (表 6)で示されたリハ的アプロー
チの提供者が看護職である利用者 (機能障害 ex67 人，ADLex70 人 )の希望に
ついて抽出する．看護職から機能障害 ex を受ける利用者が，機能障害 ex
のサービス提供者としての希望が多い専門職は「看護職」 (49.3%)と「PT，
OT」 (40.3%)の割合が同水準である．同じく，看護職から ADLex を受ける
利用者が，ADLex のサービス提供者としての希望が多いのは「看護職」
(64.3%)の割合が最も高く，「PT，OT」 (18.6%)の割合は減少する (表 8)．  

表 8 看護職からリハ的アプローチを受けている利用者の希望 
 
3-5.機能障害 ex として実施している項目と PT，OT が実施すべき項目
 看護職が実際に行っている機能障害 ex の具体的な項目は「ROM 註 7」ex」
(97.0%)，「筋力 ex」(91.7%)の割合が高い．これに対して，本来 PT，OT が
実施すべき機能障害 ex と看護職が考えている項目は「筋力 ex」 (82.0%)，






表 9 機能障害 ex の状況  (複数回答 ) 
 
3-6.ADLex として実施している項目と PT，OT が実施すべき項目
 看護職が実際に行っている ADLex の具体的な項目は「移乗」(88.7%)，「排
泄」 (87.2%)，「入浴」 (86.5%)，「起立」 (84.4%)の割合が高い．PT，OT が
実施すべき ADLex と看護職が考えている項目は「移乗」 (80.1%)，「起立」
(75.9%)，「屋内歩行」 (74.5%)の割合が高い．これら看護職が行っている
ADLex と PT，OT が行うべきとする ADLex を対比すると「排泄」，「入浴」，
「更衣」といった Self-care はいずれも看護職が行う ADLex としての割合
が高く，PT，OT が行うべきとする割合は低い．また，「車いす駆動」，「屋
外歩行」は看護職が実際に行っている割合は低いが，PT，OT が行うべきと










表 10 ADLex の状況  (複数回答)
 
3-7.リハ的アプローチの優先性
 機能障害 ex と ADLex を比較した場合に看護職が重視すべきアプローチ
は「両 ex」(59.9%)の割合が最も高く，次いで「ADLex」(30.6%)，「機能障
害 ex」 (4.1%)である (表 11)．  








障害 ex，あるいは，ADLex のいずれか一方でも行った経験のある者は 9 割







 本章は看護職の訪問サービスにおけるリハ的アプローチを機能障害 ex と
ADLex に大別し，調査を行っている．その結果，訪問サービスに携わる看
護職の機能障害 ex と ADLex の取り組み状況に相違があることが明らかに
なった．機能障害 ex を実際に行う専門職として PT，OT と看護職が多いが，




から機能障害 ex を受けている場合があることを示唆している．ADLex では
実際のサービス提供者としても，利用者の希望としても看護職が最も多い．
つまり，ADLex と比較した場合には機能障害 ex では実際のサービス提供者
と利用者の希望との間に乖離が生じやすい状況にある．  
 看護職が行っている機能障害 ex の具体的内容と本来は PT，OT が行うべ
きであると看護職が考える機能障害 ex の内容は同傾向である．つまり，こ




る」 7)と報告され，看護領域における機能障害 ex の PT，OT の重要性を位




障害 ex に関して，看護職や利用者の求める水準で PT，OT の介入が困難で














入浴，更衣といった Self-care は看護職の実施率が高いが，PT，OT が行う
べきとする看護職の意識は低く，看護職の方がより高い専門性を有するとす
る意識を示している．つまり，これまでの先行研究では複数の動作や活動群









かになった．また，同時に ADLex では，PT，OT に対する看護職の認識が
 50
限定的であることも明らかになった．  






















3）  機能障害 ex は調査票の中で，「訪問サービスで関節拘縮や筋力低下など
の機能障害に対する治療や自主訓練プログラムを立案･指導･実施するこ
と」という定義を回答者に明示している．  








6）  WAM NET は，介護・福祉・医療施設の検索や行政資料や福祉用具の閲
覧など，福祉・保健・医療の情報を総合的に提供する情報サイトで，独
立行政法人福祉医療機構が運営している (http://www.wam.go.jp/)．  






















び回収した．有効回答数 15 人(回収率 27.8%)である．調査期間は 2009 年 7
月 20 日~8 月 8 日である．
b)対象はパナソニック電工エイジフリーショップス註 2)により住宅改修の工
事を行って，同ショップより紹介を受けた者 10 人である．調査 a)と同様の
調査票により直接自宅において聞き取り調査を行った．対象者は千葉県船橋
市，市川市，習志野市の在住者である．調査期間は 2010 年 5 月 8 日~6 月
27 日までである．




 対象者の平均年齢は 77.1 歳．性別構成は男性 8 人，女性 17 人である．
(2)在宅生活の継続状況
 改修工事完了後から本調査までの期間に，在宅生活が継続されていた対象
者は 21 人である．在宅生活が継続されていない 4 人の理由は「入院」，「入
  53
所」が各 1 人，「他界」が 2 人である．
(3)家族構成
 対象者の家族構成は独居 4 人，対象者夫婦のみ 11 人，対象者(夫婦)と子
供(夫婦)5 人，対象者と子供(夫婦)と孫 5 人である．
(4)住宅の状況
 住宅の所有状況は本人，配偶者，家族を含めて持ち家 23 人，借家 2 人で
ある．住宅の形態は戸建て 22 人，マンション 2 人，団地 1 人である．戸建
てのみの平均築年数は 30.2 年である．
(5)ADL の状況
介助が必要な動作や ADL は「外出」が最多(15 人)で，以下「掃除」，「階段
昇降」，「玄関の出入り」(各 13 人)になっている(表 1)．

表 1 介助が必要な動作，ADL (複数回答)

(6)改修場所と満足度

















表 2 改修場所の満足度  (n=25)

表 3 改修場所の使用状況  (n=24)

  55




る事項は「専門家の助言」(10 人)，「費用」(8 人)が多い(表 5)．







は実際に改修場所を不使用の者が 5 人含まれる．この 5 人の中で要介護度が





























 対象は前節 2のアンケート調査で訪問の協力の了承を得た者 15人(墨田区
6 人，その他 9 人)である．聞き取り内容の記録は筆記と了承を得た上でレ
コーダーに録音し正確性を確保した．また，可能な対象者では改修場所で実
際の動作状況やその使用状況の確認を行った．調査は全て同一の PT が行っ
た．墨田区内の調査期間は 2009 年 9 月 1 日から約 6 ヶ月，その他の地域は
2010 年 5 月 8 日から約 2 ヶ月である．
  57
3-2.結果
 訪問調査を行った対象者 15 人の実態を表 6~12 にまとめる．前節 2 のア
ンケートで改修場所を不使用と回答した対象者(5 人)以外にも，改修工事箇
所を実際には全く使用していない者や改修時に検討された目的と異なる状
況で使用している者が合計 5 人認められた(以下，この 10 人を不使用群と記
載)．
3-3.小括
 住宅改善(住宅改修)は，動作や ADL と住宅の不適合により生じる生活上の
問題を改善するために実施する．本調査では不使用群の存在が明らかになっ
たが，これらの中の 8 人についてはその背景的要因が以下の 4 つのマトリク
スで分類が可能である．





この 2 つの視点から不使用群を下記(1)~(4)に大別することができる(図 1)．

























表 7 将来準備型(M2)の詳細 

(3)制度枠内限定型(M3)































































































































4）  住宅改修の限度額 20万円 (自己負担 1割を含む )は要介護度が 3段階以上
悪化の場合 (3 段階リセット )と転居の場合 (転居リセット )にはこれまで
の支給状況に関係なく，再び限度額 20 万円の範囲で費用が支給される．
ただし，3 段階リセットの適応は 1 回のみである   
 67




の動作や ADL の確認，指導を包括した支援 1,2)であり，工事後の生活の改善
を目的として行われる全ての過程 2)を意味する (図 1 参照 )．この過程におけ
る理学療法士 (以下，PT と記載 )の有する専門性の重要性は多数報告 3-5)され
ている．また，PT の住宅改善における介入状況を大規模に調査した先行報




おいても 1989 年から住宅改善に関係する科目註 1)が設けられている．この
ように PT を取り巻く様々な背景の変化に対して，野村らの調査以降同規模
の調査は実施されていない．また，住宅改善の専門性について PT による学
術的なまとめは少ないといった指摘 7)もなれている．  





 調査は群馬県理学療法士会に 2009年度に所属していた全 PT(714人 )を対
象者として，質問紙によるアンケート調査を実施した．期間は 2009 年 6 月
~7 月の 2 ヶ月間で，郵送または FAX により 268 人から調査票の返却を得










 住宅改善の経験がある PT(以下，経験群と記載 )の割合は 70.1%，経験し
たことがない PT(以下，未経験群と記載 )の割合は 29.9%である．PT として
の経験年数は，経験群では「3 年以上 5 年未満」の割合 (30.9%)が最も高く，
未経験群では「1 年以上 3 年未満」の割合 (32.5%)が最も高い (表 1)．経験年
数の平均は経験群 7.8±6.8 年，未経験群 6.3±8.6 年である．  
 未経験群が住宅改善に介入したことのない理由は「対象者がいない」
(73.8%)の割合が最も高い (表 2) 
 
表 1 PT の経験年数 
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表 2 住宅改善の未経験の理由  (複数回答)
 
3-2.勤務施設と主対象者
 勤務施設は経験群及び未経験群とも「病院」 (前者 68.1%，後者 63.8%)，
「老健」 (前者 11.7%，後者 8.8%)の割合が高い (表 3)．  
 住宅改善を含めた全ての業務の中で最も多い対象者として，経験群は「急
性期」 (23.4%)，「回復期」 (33.0%)，「維持期」 (22.3%)の割合が同水準であ
る．一方，未経験群では「急性期」 (41.3%)に偏位し，「回復期」 (17.5%)や
「維持期」 (16.3%)の割合より高い (表 4)．  
 











PT(以下，Pre 群と記載 )の割合は 36.7%である．上述の工事前の役割だけで
なく，工事完了後の「動作や ADL の確認・指導」(55.3%)や工事箇所の「利
用状況の確認」 (41.5%)といったモニタリングやフォローアップまで行って
いる PT(以下，All 群と記載 )の割合は 63.3%である (表 5)．  
 







の割合が All 群 (32.8%)，Pre 群 (24.6%)とも最も高い．未経験群で効果判定
に活用すべきであるとする項目で「動作・ADL の変化」(40.0%)の割合が最
も高い (表 6)．  
 
表 6 住宅改善の効果判定で最も重要な項目 
 
3-5.住宅改善の介入意義
 PT が住宅改善に介入する意義として，All 群，Pre 群とも「動作確認」(前
者 95.0%，後者 92.8%)，「問題点の発見」 (前者 93.3%，後者 95.7%)の割合
が高い (表 7)．未経験群においても「動作確認」 (87.5%)や「問題点の発見」
(91.3%)の割合が高い．  
 工事後の介入では「動作や ADL の確認・指導」の割合が，All 群 (83.2%)










アマネージャーと記載 )」(All 群 91.6%，Pre 群 78.3%)，「作業療法士 (以下，
OT と記載 )」 (All 群 77.3%，Pre 群 78.3%)の割合が高い．建築系の専門職
では「工務店」 (All 群 42.9%，Pre 群 37.7%)，「大工」 (All 群 47.1%，Pre
群 26.1%)の割合が高い (表 8)．  
 住宅改善におけるチーム・アプローチを推進するために連携すべき専門職
として「ケアマネージャー」(All 群 92.4%，Pre 群 88.4%，未経験群 75.0%)，
「OT」(All 群 87.4%，Pre 群 85.5%，未経験群 80.0%)，「PT」(All 群 77.3%，
Pre 群 78.3%，未経験群 71.3%)の割合が高い．建築系の専門職では特定の
職種に集中することなく，「大工」，「建築士」，「工務店」に対する割合が同


























表 9 連携しなければならない専門職  (複数回答)
 
 本章では，PT の住宅改善の経験率は 70%に達している．これは 65.5%と





















表 10 住宅改善について PT を対象とした大規模調査の結果  
 















で OT の割合が高い．先行研究 3-5)では PT と OT の住宅改善における役割や
専門性の相違は明確化されない状況で，各々の重要性について考察されてい
る．PT と OT は「理学療法士及び作業療法士法」という一つの法制度によ
って規定されるリハビリテーション技術職であり，その役割や専門性も共通
する部分が多く，様々な点で連携しやすい環境にある．ただし，このように





は PT と OT の各々の専門性が必要であり，そこには異なる専門性が存在す



































第 5 章 住宅改善における理学療法士と作業療法士の役割
 
1.はじめに
 住宅改善に理学療法士 (以下，PT と記載 )及び作業療法士 (以下，OT と記












 調査対象は社団法人日本理学療法士協会註 1)の 2009 年度版会員名簿に掲




2010年 8月~9月の 2ヶ月である．有効回答数は PT1,529人 (回収率 40.3%)，
OT785 人 (37.5%)である (表 1)．  
 





 調査対象者の性別構成は，PT は「男性」59.0%，「女性」40.0%，OT は
「男性」38.6%，「女性」60.1%である．両協会の各調査 4， 5)と本結果を比較
すると，本調査では PT，OT とも男性の割合が高い．  
(2)年齢構成
 PT の年齢構成は二十代のみで 5 割を占め，年齢の上昇とともにその割合
は低くなる．OT も同傾向にある．これらは既述の両協会の調査 4， 5)と同傾
向である (表 2)．  
 











介入経験のある PT，OT を経験群，介入経験のない PT，OT を未経験群と
記載する．  
(4)勤務機関
 PT は「病院」の割合が 7 割を占め，次に「老健」の割合が高い．OT も
同傾向にあるが，PT は「診療所」の割合，OT は「老健」の割合が他方よ
り高い (表 3)．  
 













経験群では「精神疾患」の割合が高い (表 4)．  
 











限定する群 (以下，Pre 群と記載 )の割合は PT37.7%，OT32.6%を占める．こ
れに対して，工事前から工事後のフォローアップやモニタリングの支援にま
で介入している群 (以下，All 群と記載 )は PT62.1%，OT67.0%である．  
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表 5 住宅改善における PT，OT の役割  (複数回答)
 
(2)住宅改善の対象者
 住宅改善の対象者は PT，OT とも「自分が直接担当した対象者」の割合
が 9 割以上である．OT ではそれまで理学療法のみを受けていた対象者に対
して，住宅改善の実施に合わせて OT が介入することになった (「職場内で
PT のみ実施していた対象者」)割合が PT の同割合より高い．自身の「職場
以外から紹介された対象者」に介入する割合は PT，OT とも 1 割である．
All 群と Pre 群を比較すると PT，OT とも「自身が直接担当した対象者」以
外の全項目で All 群の割合が高い (表 6)．  
 それまで勤務機関の業務で全く関わりのなかった地域居住者の住宅改善
に介入した経験のある PT，OT の割合は 3 割である．同割合について All
群と Pre 群を比較すると All 群の割合が高い (表 7)．  
 
 83 
表 6 住宅改善の対象者  (複数回答)
  








 住宅改善を必要とした動作や ADLの種類は PT，OTとも「玄関の出入り」，
「排泄」，「入浴」の割合が高い．PT と OT を比較すると PT は「歩行」の
割合が OT より高い．OT は IADL (「調理」，「洗濯」，「掃除」)の割合が PT
より約 2 倍高い (表 8)．その他の動作，ADL の割合は同程度にある．  
 
表 8 住宅改善を要した動作，ADL (複数回答)
 
(4)自宅訪問の状況
 対象者の自宅への訪問状況は PT，OT とも「必ず訪問する」，「事例によ
り異なる」の割合は同水準で，この 2 項目のみで 9 割以上を占める．All 群
と Pre 群を比較すると All 群は「必ず訪問する」の割合が高く，Pre 群は「事
例により異なる」の割合が高い．「訪問しない」は PT，OT とも Pre 群の割
合が高い (表 9) 






低い傾向にある．All 群と Pre 群を比較すると，全体として All 群の割合が
高い傾向にある．All 群の工事後の過程の中で「工事後の動作･ADL の評価･
指導」の割合が高い (表 10)．  
 
表 9 自宅訪問状況 
表 10 自宅訪問における PT，OT の役割  (複数回答)
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(5)連携した専門職
 住宅改善に際して連携したことのある専門職は PT，OT とも「介護支援
専門員（以下，ケアマネージャーと記載）」の割合が高い．次いで，PT は「OT」
の割合が，OT は「PT」の割合が高い．建築技術者では，「大工・工務店」
の割合が高い．All 群と Pre 群を比較すると全ての専門職の割合で All 群が
高い (表 11)．  
 










 最も多く実施するフォローアップの方法は PT，OT とも「訪問せずに自
分で対象者等から情報収集する」の割合が高い．All 群と Pre 群を比較する
と All 群は「自分で自宅訪問して行う」の割合が Pre 群より高い．Pre 群は
「他職種が行うが，その情報を収集していない」の割合が All 群より高い (表
12)．  
表 12 フォローアップの方法 
 
(2)フォローアップの必要性に関する意識
 フォローアップの必要性は PT では「対象者に応じて行う」の割合，OT
では「必ず行う」の割合が高い．経験群と未経験群を比較すると PT，OT
とも未経験群が経験群より「必ず行う」の割合が高い．All 群と Pre 群を比











の割合が All 群より高い (表 14)．  
 






状況」，「動作･ADL の予後」の割合が高い．All 群と Pre 群を比較すると全
項目で PT，OT とも All 群の割合が高い (表 15)．  
 
表 15 経験群の具体的計画の検討，立案の実際の視点  (複数回答)

(2)計画の検討や立案に求められる視点
 住宅改善の具体的な計画の立案や検討の際に PT，OT に必要になる視点
や重視しなければならない視点は，PT，OT とも (1)と同様に「動作･ADL
の現況」，「動作･ADL の予後」，「対象者や家族の要望」，「介護者の介護状況」
の割合が高い．PT と OT を比較すると全項目で OT の割合が高い．経験群













表 17 経験群の住宅改善の効果判定の方法や視点  (複数回答)
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(2)求められる効果判定の方法
 住宅改善の効果判定に求められる方法や視点は PT，OT とも「対象者や
家族の満足度」，「対象者の動作・ADL の状況」の割合が高い．これは経験
群と未経験群を比較しても同傾向である (表 18)．  
 












 住宅改善の各過程における PT，OT が果たすべき役割の意義として，い







や「意義はない」の割合が高い (表 19)．  
(2)住宅改善の対象となる動作，ADL における各々の専門性
 住宅改善を実施する動作や ADL について，PT の専門性が重視される対
象動作，ADL と OT の専門性が重視される対象動作，ADL について PT，
OT の意識を比較する．  
 PT が OT の専門性と比較して，PT 自身の専門性が高いととらえる対象動
作，ADL は「起居動作」，「移乗」，「歩行」，「階段昇降」等の起居，移乗，
移動に関係する動作，ADL である．これらの中で OT も PT の専門性の方が
OT の専門性より高いととらえているものは「歩行」(χ 2 =204.57，p < 0.05)
と「階段昇降」(χ 2 = 194.82，p < 0.05)である．また，その他の移乗，移動
動作については，OT は自身の専門性を含めた両方の専門性が必要な動作，
ADL としてとらえている．  
 一方，OT が PT の専門性と比較して OT 自身の専門性が高いととらえる
対象動作，ADL は「趣味，余暇活動」の他に「排泄」，「入浴」，「整容」，「食
事」，「更衣」，「洗濯」，「調理」，「掃除」といったセルフケアや IADL である．
これらの中で PTも OTの専門性の方が高いとしているものは「整容」(χ 2  = 
53.37，p < 0.05)，「食事」 (χ 2 = 56.03，p < 0.05)，「更衣」 (χ 2 = 102.65，
p < 0.05) (以上，上肢機能が重要なセルフケア )，「洗濯」，「調理」(χ 2 = 17.68
p < 0.05)，「掃除」 (χ 2 = 510.67，p < 0.05) (以上， IADL) ，「趣味・余暇
活動」である．また，「排泄」，「入浴」について，PT は自身の専門性を含め
 93 




表 19 住宅改善における PT，OT が果たす役割の意義  (複数回答)
 94 




 住宅改善における PT と OT の役割の相違に対する意識は，PT，OT とも
「かなり相違がある」と「相違がある」の合計が 3 割である．「あまり相違
がない」，「相違はない」の合計の割合が PT6 割，OT5 割である．これらは
経験群，未経験群，All 群，Pre 群でも同傾向である (表 21)．  
 





の割合は合計 5～6 割である．All 群と Pre 群は「あまり相違はない」と「相







表 22 実際の介入時の PT と OT の役割の相違 
 
(5)住宅改善における PT と OT の望ましい連携形態
 住宅改善における PT，OT の望ましい連携形態は，PT，OT とも「PT，
OT が同時に介入する」の割合が最も高い．また，OT は「OT が優先的に介
入する」の割合が「PT が優先的に介入する」の割合より高い．PT はこの 2
項目の割合は同水準である．All 群と Pre 群を比較すると PT では All 群は
「PT が優先的に介入する」割合が，Pre 群では「OT が優先的に介入する」
割合が高い．OT では All 群・Pre 群とも「OT が優先的に介入する」の割合










表 23 PT，OT の住宅改善における望ましい連携形態 
 
4.考察
4-1.住宅改善における PT と OT の役割
 住宅改善への介入における「動作分析や ADL の評価」は住宅改善の役割
(表 5)，自宅訪問時の役割 (表 10)，住宅改善の具体的な計画立案，検討の視
点 (表 15，表 16)，効果判定の視点 (表 1，表 18)，PT の果たす役割の意義 (表
19)のいずれの項目においても上位に位置する住宅改善における PT の最も
中心となる役割である．  
 PT の「動作分析や ADL の評価」は，単に動作が「できる」，「できない」
や ADL が「自立」，「要介助」という視点や判断だけではない．各動作や ADL
の将来性や安全性，再現性，快適性といった多様な側面を有するものである． 
このように PT が「動作分析や ADL の評価」に高い知識や技術を有する背











検討や効果判定に関する視点も同傾向となっている．まり，PT と OT は住
宅改善介入における具体的な役割が共通している．  
















えられた PT 及び OT は実際の役割の状況 (表 5)や自宅への訪問状況 (表 10)
から，「具体的な計画の立案や検討」や「動機づけ」，「フォローアップ」の
役割を実際に担っていることは少なかった．また，PT，OT のこれらの役割
に対する意義意識も低い (表 19)．  
 そして，これらの役割以上に PT，OT は在宅生活における「問題点の発











意識があり，PT，OT が「動作分析や ADL の評価」を行い，在宅生活の問
題や課題を明らかにする段階で役割が終了する意識を有していることも示
唆される．「動機づけ」は本調査では住宅改善の介入前から対象者の治療を
担当する PT，OT という立場が圧倒的に多い (表 6)．これら大部分の PT，
OT が勤務する病院や施設では動機づけを行う中心的な専門職として，ソー
シャルワーカーやケアマネージャーが存在するため，この点において PT，

















4-2.住宅改善における PT と OT の専門性の相違
 動作分析や ADL の評価は，PT の住宅改善介入における重要な役割であ
るが，これは OT でも同様の結果を示し，PT と OT で共通の役割となって
いる．ただし，動作や ADL に関する各々領域を詳細に確認，比較すると以
下のような両者の認識が示される (表 20)．  
 PT は自身の専門領域は起居動作，移乗，移動 (応用歩行註 5)を含めた歩行






趣味，余暇活動としている．これらの中で PT も OT の専門性が高いととら
えているものは上肢の機能が重要なセルフケア，IADL ，趣味，余暇活動で
ある．また，「排泄」，「入浴」に関しては，PT は自身の専門性を含めた両方









った上肢機能が重要になる動作もあるため，PT は PT と OT の専門性が重
要と位置づけている．つまり，排泄や入浴に関して PT が両方の専門性が重





 PT及び OTは住宅改善介入時の役割は現在の実際の介入場面 (表 5)におい











 北欧 8)を中心に欧米では住宅改善に関する支援は OTが中心的な役割を有




PT，OT のマンパワー不足に起因して，PT と OT に区別なく，介入できる
方が介入している状況にある．  

















 本調査 (表 3)に示されたように在宅の高齢者を直接支援する訪問系機関
(3.3%)や通所系機関 (0.8%)に勤務する PT や OT は少ない．また，介護保険
の訪問系サービスの中で「訪問リハビリテーション」の利用者数は最少註 6)







な状態にある．従って，PT や OT 自身がそのニーズや需要を掘り起こすこ
とは難しく，多くはケアマネージャーや医師により PT 及び OT の地域支援





 最後に住宅改善への PT，OT の役割として，在宅訪問が重要になる住宅
改善後のフォローアップがある．フォローアップの状況について，工事施工
前と施工後の過程で比べると施工後の過程への介入には消極的な結果が示
されている (表 5，表 10)．特に，本調査では，All 群と Pre 群という分類化
が可能なほど，住宅改善後の介入実態や意識に差が生じている．ただし，本
調査ではそのような格差や二群に分かれる背景は明らかにできていない．こ







1) 日本理学療法士協会の発足は 1966 年であり，2010 年 4 月末現在国家試
験合格者数 82,794 人，会員数 66,256 人，組織率 79.9%となっている (社
団法人日本理学療法士協会ホームページより )．  
http://www.japanpt.or.jp/03_jpta/about_jpta/05_index.html 
(閲覧日 2011 年 4 月 1 日 )．  
2) 自宅会員とは「理学療法士」資格を有し，日本理学療法士協会に所属し
ているが，勤務はしていない者である．5,471 人 (2011 年 4 月現在 )(社団
法人日本理学療法士協会ホームページより )とされている．  
http://www.japanpt.or.jp/03_jpta/about_jpta/05_index.html 
(閲覧日 2011 年 6 月 19 日 )．  
3) 日本作業療法士協会の発足は 1966 年であり，2011 年 9 月末現在で有資
格者 57,196 人，会員数 42,348 人，組織率 77.7%となっている (社団法人
日本作業療法士協会ニュース第 356 号，2011 年 9 月 15 日発行より )．  
4) 作業療法士の自宅会員も上記註 2)と同様の定義である．3,295 人 (2005 年
度 )(作業療法白書 2005 より ) 
5) 応用歩行とは段差乗り越え，階段昇降，坂道昇降，悪路 (砂利道 )の歩行と
いった場合に用いる用語である．  
6) 2010 年 4 月の「介護給付費実態調査月報」 (厚生労働省 )では「訪問リハ












て PT 及び OT の対人口比が世界最高水準 5-7)(表 1)にあるデンマークにおい
















 調査の対象は(1)PT 及び OT の養成課程がある METROPOL 大学，(2)コムー
ネ(基礎自治体)が運営する福祉器具センター2 箇所，(3)住宅改善を実施し
た 2 事例である(以上，対象機関や対象者などの詳細を表 2，表 3 に示す)．
方法は調査対象を著者が訪問し，聞き取り調査を実施した．訪問の期間は現













表 2 訪問調査対象者一覧 
 106
表 3 デンマーク及び訪問コムーネの基礎情報 8,9) 

3.デンマークにおける PT，OT の歴史的成り立ち
我が国では PT に対する概念が OT と全く同時に 1960 年代にアメリカから
その役割や技術が紹介され，リハビリテーション領域における専門職として
国が主導となって誕生 10,11)した．これに対してデンマークでは PT と OT が
全く異なる時期に，異なるルートで前身となる専門職が国内に誕生し，定着
し始めた．PT の開始は 1850 年までさかのぼり，双子であったタイルマン兄
弟の弟がスウェーデンの首都ストックホルムで PT に関する研究を収めた．





さらに 1920 年に PT として資格化される．養成に関しては，1970 年初めに
高等教育に組み込まれるようになり，大学教育が展開されるようになった．
2007 年 1 月 1 日からは，医師から独立し開業権が取得された．デンマーク
における多くの PT は病院やクリニックを中心として勤務している(以上，
ProfessionshøjskolenMetropol AnetteHeltHansen 氏より)．







に勤務する OT もいる．つまり，OT と PT を国際生活機能分類(International
ClassificationofFunctioning,Disability,andHealth；ICF)のモデル
(図 1)12)で比較すると PT が心身機能・身体構造の障害を対象とした医学モ
デルを基礎とする介入(治療)が中心の専門職であるのに対して，OT は参加
(Participation)や活動(Activities)を対象とした社会モデルを基礎とした
領 域 で の 支 援 が 中 心 と な る 専 門 職 と 位 置 づ け ら れ る ( 以 上 ，
ProfessionshøjskolenMetropol KirstenJessen 氏より)．

図 1 ICF モデルと PT，OT の対象領域(文献 12 より)
 
 このような PT，OT の専門領域の相違は，デンマーク国内の両協会のサイ
































コムーネに設けられた福祉器具センターの OT である(図 2)．デンマークで
は，社会サービス法において「コムーネは恒久的な身体障害や精神障害を受
けた者が生活する場として適した住宅に整備するために，必要な場合には，




表 6 住宅改善の支援の規定(社会サービス法第 116 条より)15)
 110
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場合には，A 市のセンターの OT が介入し，住宅改善を検討，計画する．ま
た，これらに要する工事の費用も A 市で全て負担する．このような場合は国








































 Frederiksberg 福祉器具センター註 2)では，約 30 人の OT を中心に年間約
1,200 件の住宅改善に関する支援を行っている．また，福祉用具の貸与は年
間約 4,800 件で，その予算の合計は 2,500 万 kr 註 3)であるが，これに対して
住宅改善のみでは 150 万 kr である．また，各住宅改善の費用の内訳として
は大部分は材料費である．費用で分類すると 20 万 kr 以上のものは年間 1
件程度，10～20 万 kr のものは 4～5 件，その他は全て 10 万 kr 未満である．
 114
 Roskilde 市の過去 3 年間の住宅改善の実態を表 8 に示す．住宅改善の対
象としては大半が 75 歳以上の高齢者である．また，大規模な工事の場合に
は上述のように障害児を抱える家庭が多い．ただし，全体としては 10 万~










る対象者が B 市にある約 2 ヶ月間住む別荘に住む場合には，A 市の公費負担
により現地のホームヘルプサービスを自己負担なく利用することができる．






















の養成校は国内に METROPOL 大学を含めて PT10 校，OT7 校(表 9)となってお




表 9 デンマークと日本の PT，OT 養成の状況 13,14,16,17)
 




 2008 年 8 月から現行の教育課程が「モジュール」という講義形態を基礎と
して，PT 及び OT ともデンマーク国内で統一的に導入されている．モジュー
ルは各モジュール内に 2，3 のテーマを設定し，それらのテーマを学習する
ために必要な複数の科目を集中して開講し，学習する形態である．また，大
学は 2 月入学と 9 月入学のセメスター制であり，各期に 10 週間を 1 モジュ
ールとした形態で 2 モジュールの講義を実施している(図 3)．そして，卒業
までに 14 モジュール，210 欧州単位註 4)(以下，ETCS と記載)を修了しなけれ
ばならない．PT，OT 教育では 14 種類のモジュールのテーマや概略的な内容
は全て教育省で規定され，全大学で共通のものとなっている．ただし，その
詳細な内容や教授方法は各大学で検討され，実施されている．モジュール 1
～12 はいずれも 15ETCS であるが，モジュール 13 とモジュール 14 は 10ETCS






































の単位数註）が OT より多い(保健科学 5 単位，自然科学 7 単位)．これに対
して OT では人間が社会や地域で生活，活動するために必要となる社会科学
































 住宅改善における OT と PT の介入の制度的規定は，PT の介入は必須ではな
















【氏 名】A さん 【年 齢】80 歳 【性 別】男性 
【家族歴】









 持ち家．3 階建ての集合住宅の 2 階に 50 年前から住んでいる．エレベー






































































【氏 名】B さん 【年 齢】13 歳 【性 別】女性
【家族歴】



















































図 7 自己負担によって設置された玄関先の屋根 
 























































 デンマークの OT の重要性に対して，PT の住宅改善への介入は非常に稀で
ある．このような OT と PT の介入実態の相違の背景として以下の 2 点がある．
第 1 に，住宅改善以外の支援やサービスを含めて，PT と OT の専門領域が明
確化されていること，第 2 にデンマークにおける生活様式が重心の上下移動
の少ない動作群によって構成されていることである．



















































1) 法律上は上限がないとされるが，訪問した 2 つのセンターにおける過去
の最も高額な工事費用は約 150 万 kr が最高額となっている．
2) Ferdeliksberg 福祉器具センターは OT が約 20 人(PT は現在いない)，看
護師が約 5 人，福祉器具のメンテナンスを行う技術者が 4 人，その他事





5) 主要各国の平均床面積を下記に示す(表 13)．本調査の対象となった A
さんの自宅はデンマーク国内データと比較しても非常に大きな住宅で
ある．















第 7 章 結 論
 
1.各章のまとめ
1-1.「第 2 章 訪問リハビリテーションにおける訪問看護師と理学療法士の
関与の実態」で得られた知見
 第 2 章では，リハビリテーション的アプローチに関与した訪問看護師を対
象としたアンケート調査 (対象は群馬県内の看護師と准看護師 574 人，有効









1-2.「第 3 章 住宅改善を実施した高齢者の実態」で得られた知見
 住宅改善を行った高齢者の生活状況や工事箇所の使用状況を下記の 2 つ
調査により検証，検討している．調査(1)：介護保険により住宅改善(住宅改
修)を行った高齢者にアンケートを実施(高齢者 54 人で，有効回答数 25 人＜
回収率 46.3%＞，2009 年 7 月~2010 年 6 月)し，工事箇所の使用状況や満足
度を検討した．調査(2)：調査(1)で了承が得られた高齢者 15 人の自宅を住





1-3.「第 4 章 群馬県における PT の住宅改善介入の実態」で得られた知見




268 人 (回収率 37.4%)(2009 年 6 月~8 月 )で，その結果，PT は住宅改善介
入時の様々な場面で動作分析や ADL の評価を重視しており，連携する専門
職は介護支援専門員に次いで OT が多いことが明らかになった．  

1-4.「第 5 章 住宅改善における理学療法士と作業療法士の役割」で得られ
  た知見
 住宅改善における PT と OT の介入時の役割やその意識，介入する際の
各々の専門性を比較，検討するために調査を行った．日本理学療法士協会及
び日本作業療法士協会に所属する PT 及び OT から無作為に PT3,795 人 (全
体の 7.0%)，OT2,094 人 (全体の 5.0%)を抽出し，アンケート調査を実施し
た．回答数は PT1,529 人 (回収率 40.3%)，OT785 人 (回収率 37.5%)であった
(2010 年 6 月~8 月 )．その結果，PT と OT の住宅改善における役割に差異
はなく，具体的には「動作分析や ADL の評価」や「問題点の発見」であっ
た．しかし，PT は移動や移乗，OT はセルフケアや IADL を動作分析の専
門領域としているため，相互の連携の機会やニーズが高いことが明らかにな
った．   







時間 2011 年 6 月 27 日~6 月 30 日 )．その結果，デンマークでは PT，OT
は全く異なる歴史で発展してきた専門職で，専門性には明確な区分がなされ
ており，さらに，その専門性に基づき OT が住宅改善の支援で中心的な役割







重要である．このような中で PT と OT の住宅改善における介入の重要性が
報告されているが，一方で PT，OT 各々固有の役割や専門性は不明確であ
ることや PT，OT 自身がこれらを明らかにできていない．そこで，本研究











 このような課題を解消するためには，動作や ADL に基づき高齢者の自立
した生活に結びつく住宅改善の計画の検討，立案を行わなければならない．
PT は動作分析や ADL の評価に関して高い専門性を有する．PT が住宅改善
に介入する意義は動作分析や ADL の評価である．   






(2)住宅改善における PT の役割は「動作分析や ADL の評価」と「問題点の
発見」である．  










 このような動作や ADL に対する専門性は PT と OT は同水準である．そ





(3)住宅改善における PT 固有の専門性は「移乗，移動に関する分析」である．  
 住宅改善への介入において，PT と OT は動作分析や ADL の評価，あるい
は，これらを基礎とした在宅生活の問題点の発見という共通の役割を有して
いる．ただし，共通の役割を有している場合でも，PT と OT にはこれらの
役割において各々固有の対象動作，ADL があることが明らかになった．つ




 このような対象動作，ADL の相違が，共通の役割を有する PT と OT が同
時に住宅改善に介入するべきという意識形成の背景にもつながる．地域や在
宅で生活する高齢者の支援への介入の場合には，起居，移乗，移動，Self-care，
IADL と広範な動作群を対象としなければならない．従って，PT と OT が














(1)住様式と PT の専門性  
 本研究では住宅改善に介入する PTの役割や専門性について明らかにした．
我が国の住宅の構造的な特徴や重心の上下移動が大きい動作が多い住様式
を背景として PT の住宅改善における専門性がより重視される．  
 既述のように段差が多いことの他にも我が国の住宅は高床式の形態を有
し，入浴においても浴槽に入るため，浴槽への移乗動作が必要になる．また，
















 本研究で明らかにした PT の役割や専門性を基礎として，他の専門職の知
識や技術についてどのような知識や技術が必要であるのか，どの程度習得す
るべきであるのか，という検討は今後の研究課題となった．  




 地域支援に直接介入する PT は訪問系機関 (訪問看護ステーションなど )や
通所系機関 (ディサービスセンターなど )，行政機関 (保健所など )といった施
設，機関に従事する者があげられる．ただし，これらに勤務する PT は第 1
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